
【論文の課題】

グローバ リゼーションの進展は社会に様々な変化 をもたらしたが、近年ではグローバリゼー・シ

ョンの変化の表れ として人々の関係性に注 目が高まっている。そこには、国民国家の形成の中で

実現 した 「自由で自立した個人」なる近代的個人のあ り方に対する懐疑のまなざしがあると推測

される。それでは、田本社会は近代社会、すなわち自由で自立 した個人の織 り成す社会にな り得

たのか。本研究は、人種 ・民族 ・国籍の境界から近代社会 としての 日本祉会の開放i生をとらえよ

うとした。特に本研究では計量的データ ・質的データいずれをも含む経験的データ分析にもとづ

き、人種 ・民族 ・国籍の境界をめぐる人々の関係性 として、多文化共生に焦点を定め、市民社会

における多文化共生の現実と展望を論 じた。

より具体的には以下の手順で研究を進めた。まず、学術用語としても政策用語 としても曖昧性

が残る 「多文化共生」とい う概念についての批判的検討を先行研究の概観を通 して行い、1轡1の

対等 性とコミュニケーション志向とい う二軸から、多文化共生のあり方を類型化 した。すなわち、

「自立型共生」 「序列型共生」「回避型共生」「排除型共生」である。その上で.先 行研究におけ

る知見をもとに、権利が対等で相互のニミュニケーション志向が高い共生像である 「自立型共生」

を最も進歩的な共生社会像 とし、共生社会像に対する規定要因を計量的分析 ・質的分析を通 して

検討 した。

特に本研究では、共通の閥題関心について計量的アプローチと質的アプローチに双方を用いる

ことで、それぞれのアプローチのみでは捉えきれない共生理解の道程を経験的データ分析か ら示

した。より具体的には計量的アプローチを通 して、外国人 との交流経験が進歩的な共生理解の促

進の要因となっていることを示す とともに、質的アプローチからそ うした交流経験を実践させる

要件として個人の階層性が介在 していることを導出した。また、日本語教室といった外国人と日

本人の積極的な相互交流が継続的に実践される場面での質的分析を通して、理想解としての 「自

立型共生」の盲 目的な追求ではなく、現実解 としての 「序列型共生」の可能 性を考察している。

【論文の構成】

本研究は以下のような章 ・節で構成 されている。

第1章 問題関心

第2章 先行研究の整理

2-1--O戦 後の 日本経済 と労働市場の変化

2-1-1戦 後の 日本経済と労働市揚の変化(戦 後高度成長期まで)

2-1-2戦 後の 日本経済と労働市場の変化(オ イルショックからバブル期まで)

2-2-0政 府 ・自治体の外国入労働者受け入れ態勢の概観

2-2-1政 府の外国人労働者受け入れ態勢の概観

2-2-2自 治体における外国人の対応

2--3--O共 生にかかわるエスニシティ研究の年代的整理

2-3-1共 生にかかわるエスニシテイ研究の年代的整理(1980年 代)

2+2共 生にかかわるエスニシティ研究の年代的整理(1990年 代)
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2-3-3共 生にかかわるエスニシティ研究の年代的整理(2000年 代一現在)

2-4接 触径験にっいての検討

2-5共 生意識についての検討とエスニシティ研究における本研究の位置付け

2-6海 外における人々の関係性についての模索

第3章 分析枠組み

第4章 分析飼象 地域 の概要 と分析 デー タ概要

4--1-O羽 椋i了と多摩 市の概要

4-1-1羽 村市の概要

4-1-2多 摩市の概要

4-2-1外 国人人 口以外の両市の比較

4-2-2外 国人 人 口につ いての両市の比較

4-3,1寸 舌

4-4分 析デs-・一一タ概要

4+1分 析 デー タ概要(計 量調査デー一・一タ)

4-4-2分 析 デー タ概要(質 的調査ヂー タお よひ補 足デー タ)

第5章 計量分析1一主要変数の検討

5-1-1本 研究で扱 うデ■…一・タの特性について

5-1-2先 行研究での分析結果か らみた本研究のデータ特性

5-2-O主 要変数の検討

5-2-1外 国人カテゴリーの扱い

5-2-2交 流経験のリコー ドについて

5-2-3交 流経験の検討 侠橡 集団に注 目)

5-2-4交 流経験の検討(交 流場面に注 目)

5-2-5共 生杜会像の検討

5-3小 括

第6章 計量分析乳共生祉会像の分析

6-1本 章の目的と分析枠組み

6-2外 国人との交流経験と共生社会像のクロス表分析

6-3学 歴を投入した外国入との交流経験と共生社会像の三重クロス表分析 ,

6-4学 歴を投入した外国人との交流経験と共生社会像の三重クロス表分析の要約

6-5共 生社会像を従属変数とした規定要因分析

第7章 質的分析_交 流経験のきっかけを探る

7--1本章の 目的 と構成

7-2質 的調査のデータ説明

7-3質 的調査の分析焦点
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7+O会 話 で使用 され る用語 について

7-4-1輔U需 周査A

7-4-2事 例調査B

7-4-3事 例調査C

7-4-4事 例調査D

7-4-5事 例調査E

7-4-6事 例調査F

7-4-7事 例調≡査…G

7-4-8事 例調査H

7-4-9毒 耕列調査1

・7-4-10事 例調査J

7-4一11事 例調査K

7-4-12事 例調査L

7-4-13事 例調 査M

7-4--14事 例調 査N

7-・5-O質 的デー タ分析 の要約 と整 理

7--5--1個別闘き取 り内容の要約一交流の規定要因としての社会的ゆとり

7-5-2個 別事例M、Nに ついて,

7-5-3情 緒的関係の構築

7-5噂 自立型共生志向と序列型共生志向

第8章 、外国入を刻象 とした分析一日本人に対す る外国人の希求

8-1本 章の射程

第9章 考察

9-1本 研究の問題関心と分析結果の要約

9-2地 域をまたいだ合意形成の困難について

9-3理 想解としての 「自立型共生」

9-4現 実解としての 「序列型共生」

9-5本 研究の祉会政策的意義:共 生理解の架橋 としての交流経験

9-6本 研究の社会政策的意義:共 生理解の架橋としての海外滞在経縄験 と社会的ゆとり

9-7本 研究の学術的意義①=共 生社会論の社会 階層論の接近

9-8本 研究の学術的意義②1共 生社会論の地域社会論との接近

9-9本 研究の今後O;課 題

9-10結 び

参考文献一覧

講

3



付録資料1羽 村市調査票

付録資料2多 摩市調査票

付録資料3首 都大学東京研究安全倫理委員会承認書

【論文の要 旨1

以下では、本研究の要旨を章ごとに提示する。

第1章 問題関心

本章では本研究の主要な問題関心は提示され る。すなわち、人種 ・民族 ・国籍の境界から近代

社会としての日本社会の開放性をとらえる点である。その上で、本研究は人種 ・民族 ・慶籍の境

界をめぐる人々の関係性 として、曖昧性が高いがゆえに様々な場面で消費される 「多文化共生」

に焦点を定め、市民社会における多文化共生の現実と展望を論じることを口的とすることが提示

され る。

なお、本研究では外国人との日本人との関孫性 として共生のあり方を検討 してい くことになる

が、特に本研究では、グローバ リゼーションの進展の中で経済活動を主目的として来 日した外国

人 と日本人との関係性に注 目することか ら、いわゆるニューカ々一 と称される1980年 代あるい

は1990年 代以降に来 日した外国人 と日本人との関係に焦点を定めることも本章において明示さ

れている。

第2章 先行研究の整理

第2章 では戦後の目本経済と労働市場の変化に留意しながら、多文化共生にかかわるエスニシ

ティ研究の年代的整理を行った。特に本章では、社会科学とりわけ社会学におけるエスニシティ

研究の知見と第二の近代化論の接合を試みた。1

具体的には、第二の近代化の過程においては人種 ・民族 ・国籍を異にする人々との関係性の再

考が必然的に生じるといった理論的前提にたち、日本祉会の多文化共生に対する消極的な姿勢が

グローバルレベルにおける第二の近代化過程において必然的に生じた現象であるとことを指摘

している、この点から、日本社会における共生のあり方を検討することは、第二の近代化過程に

おいて属性原理にもとついた人々の関係性の変化を捉えることに結びつくことを論じている。以

上の点をから本研究では人種 ・民族 ・国籍の境界をめぐる人々の関係性である多文化共生を研究

対象とすることを明示している、

第3章 分析枠組み

第3章 では本研究の分析枠組みを提示した。具体的には先行研究の整理のもと、政策用語とし

て使用される一方で曖昧性が否めない 「多文化共生」を測定可能な学術用語として指標化した。

すなわち、「自立型共生」「序列型共生」「回避型共生」「排除型共生」である。その上で、先行研

究における知見をもとに、権利が対等で相互のコミュニケーション志向が高い共生像である 噛

立型共生」を最も進歩的な共生社会像と位置づけ、その規定要因を探る分析枠組みを示した。
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第4章 分析対象地域の概要と分析データ概要

第4章 では、分析対象地域となった東京都羽村市と東京都多摩市についての歴史的状況を傭撒

した上で、統計データを利用して数量的に両市の特性を考察し鵡 分析の結果から両市とも地理

的に都市郊外に位置し、戦後の高度成長期を境に脱農業の転換を図っていった経緯をもち、1990

年代から入口蚤ほぼ一定の状況にあるものの、高齢化に直面しており急激な社会変化を迎えてい

る地域であることを指摘している。その上で、羽村市は多摩市と異なり、産業構造を背景して外

国人人口が相対的に高い地域であることが指摘 している。以上の点から、本研究では外国人の顕

在性が異なる二地域の比較分析から多文化共生の現実と展望を論じることを明示している。

第5章 計量分析1_主要変数の検討

本章と6章 では、計量データを用いた分析結果を提示 している。特に第5章 では第6章 での主

要分析を行 う上で、使用するデータと主要変数の分布 ・指標化などについての検討を行った。特

に主要変数である外国人との交流経験、外国人カテゴリーについてはプール代数分析を用いて変

数の指標化を行った。

要点は以下の通りである。まず、共生概念は先行研究の理論的整理にもとついて 「自立型共生」

「序列型共生」「圃避型共生」嚇ド除型共生」と整理し、本研究が扱う共生意識は経験的にこれま

での研究で扱われてきた偏見指標といった態度と概ね相関していることが明らかとなった。また、

外国人は地理的 ・国籍的な点で内的多層性が存在するものの、日本人側の彼ら!彼女らに対 しての

態度は 「外国人」カテゴリーを使用しても問題がないことを確認した。また、交灘 験にっいて

、は、交流相手である外国人の地理 ・国籍は外国人に対する能渡形成に重要な意味をもたないが、

交流の揚面については学校や地域における交流といった平等的な交流経験が態度形成の重要な

要件であることが明らかとなった。

第6章 計量分析 乳共生社会像の分析

第6章 では、第5章 で指標化した共生社会像を主要な従属変数とした規定要因の分析を通して、

人々の間で志向される共生社会のあり方についての検討を行っている。具体的には主要な独立変

数である 「外国人との交流経験1と 主要な従属変数である 「共生社会働 の関連を分析を行って

いる。先行研究と第5章 の分析結果から、「外国人との交流経験」と 「共生社会像」の関連につ

いては、学歴が媒介している可能性も想定される。そこで、「学歴」を第3変 数として投入した

上で 「外国人との交流経験」と 「共生社会像」の関連を検討している。

分析の結果、交流経験を持つ層は分析対象となった二地或いずれにおいても肯定的な共生意識

をもっ傾向にあることが明らかとなった。しかしながら、外国人の人口比率が高い羽村市におい

ては交流経験がポジティブな効果をもつのは低学歴者において顕著であり、一方で外国人人口比

率の低い多摩市においては交流経験がポジティブな効果をもつのはむしろ高学歴者においてで

あった。その点から、個人の階層性が交流経験と共生意識に介在 している可能1生を本論は導出し

ている。
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第7章 質的分析淡 流経験のきっかけを探る

第7章 では、第6章 までの計量的な分析結果から、不透明であった点を質的分析から補完する

ことで問題関心の トライアンギュレーションを行っている。より具体的には、交流経験の具体的

な成立要件を探索的なアプローチから検討することを目的として、日本語教室への参加者14名

に対するインタビュー謂査と日本語教室を対象とした参与観察の内容を分析している。

分析の結果、地域徒会での受動的あるいは偶発的な交流経験と海外滞在経験が日本語教室での

交流といつた積極的な交流の要件となっている可能性を導出している。また、羽村市の日本人住

民の大半は地域社会における外国人の存在を認知している一方で、約7幌 の日本人が外国入に対

して否定的態度を示す傾向にあった計量分析の結果を踏まえ、政策的観点として、外国人と日本

人の交流機会の創出こそが多文化共生社会の促進において肝要であることを搭摘 している。その

上で、日本人側の 「時間的ゆとり」や 「経済的ゆとり」が継続的で積極的な交流を可能とさせる

要件となっている可能性を指摘した。

第8章 外国人を対象 とした分析一日本人に対する外屡人の希求'

第8章 では多文化共生の相手側である外国人を対象 とした調査データの分析結果を提示 して

いる。具体的なデータとしては、質的調査の対象となった 日本語教室のメンバーらによって行わ

れた外国人メンバーに対する面接調査の内容を使用 している。なお、本研究で当該データの使用

にあたっては 日本語教室のメンバーより調査票の閲覧 とデータ内容の分析 ・公表は事前に許可さ

れている。

分析対象となった外国人の多 くは地位達成過程の最中にあ り、その多くはブル ーカラー職に従

事する傾向にあった。また 日本人 とのコミュニケーション手段や 日本仕会での適応過程において

何 らかの トラブルを自覚 してお り、特に経済的ゆとりに乏 しい外国人の姿が導出された。 この点

か ら、本章では日本語能力 ・職業といった社会的地位 ・時間的経済的ゆとりといった点で、日本

人と外国人メンバーは明確な序列関係が生 じていることを指摘 した。

第9章 考察

終章(第9章)で は、それまでの分析結果を踏まえて本研究の閤題関心にっいての考察を行っ

た。特に地域比較分析を行った本研究の知見のもとづき地域をまたいだ共生にかかわる合意形成

の困難について論じ、地域生活における問題関心と社会全体の問題関心と連結がいかにして可能

となるのか、今後検討していく必要があることを指摘した.

また、理想解としての 「自立型共生jの 盲目的な模索を経験的データ分析結果から批判すると

ともに、現実解としてr序列型共生」の可能性を積極的に議論する必要性を指摘し鶴 その上で、

こうした共生のあり方は発展性があると同時に、この発展性を継続的に検証することは第二の近

代化の過程にある日本社会において属性原理から業績原理への転換がどのようになされていく

のかを継続的に検証することでもあることを論 じた。
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【審査i結剰

この論文は,グ ローバル化 とい う現代社会の動向とそこにおける社会問題への意識に基づいて

いる.と りわけ,筆 者が長期に渡って研究に取 り組んできたテーマ,異 文化コミュニケーション

論の理論的な枠組みを用いた研究を目指 している.本 研究は,近 代社会としての 日本社会が、ど

の程度民族や国籍の境界に対 して開放的なのかい う点に着 目し,実 証的に分析 したものである.

まず先行研究において,「多文化共生」い う言葉 自体の定義に曖昧さが存在することを指摘 し,

この概念について批絢的な検討を行った.そ れによって,こ の概念には2つ の軸があることが明

らかになった.そ の軸とは,「権利の対等性」と 「コミュニケーション忠向」とい う軸である.

そ してこの2軸 か ら,多 文化共生の在 り方を類型化 した.こ れ らを 「自立型共生」「序列型共生」

「回避型共生jr排 除型共生」 として捉え,近 代の 日本社会が どれにあてはまるのかを検討 して

いった.権 利が対等で相互のコミュニケーション志向が高い共生像である 「自立型共生」を最も

進歩的な共生社会像 と位置づけ,果 た して 日本は 「自立型共生社会」なのかを問い,そ の要因を

探 るための分析を提示 した.

その際の分析手法 として特徴的なのが,計 量的アプローチと質的アプローチに双方を用いる,

いわゆる トライアンギュレーションと呼ばれる混合的分析方法を採用したことであろ う.そ れぞ

れのアプロー一チのみでは捉えきれない共生の様相 を経験的データ分析か ら観察 した 具体的には,

まず計量的アプローチを通 して,外 国人との交流経験が進歩的な共生の促進の要因となっている

ことが示された.同 時に質的アプローチか ら,そ うした交流経験 を実践 させる要件として個人の

どのような要因が関わっているのかを描きだすことができた.そ して,そ れが個人の属す る階層

であることが示 された,外 国人と日本人の積極的な相互交流が継続的に実践される場面で,量 的

および質的データを用いて分析を行った.結 果,現 在の 日本社会は,理 想とされ る 「自立型共生」

ではなく,ギ序列型共生」の可能性があるとの結論を考察 している.

本論文は,問 題設定,先 行研究の整哩,分 析枠組み,分 析そのものとその妥当性,結 果の提示

とその解釈,そ して結論まで,す べての段階において完成度が高い 各段階での議論が論理的に

展開され,結 論に至るまでのプロセスが明確である.そ してその結論は、社会学の近代化理論に

まで結び付けることが可能であるような,社 会学にとっては重要な貢献に値する.

この博士論文の公開審査は,2016年2月17日(水)18時 から開催された.そ こで指摘され

た点がいくっかあった.ま ず,現 段階では,住 民の意識に着目して分析 されているが,制 度的な

議論をもう少 し組み込んだ方がよかったとい うこと.そ れについては,申 請者は今後の課題 とし

て受け止めている.そ して,も う少 し異なった場面での質的な調査を遂行 してみる必要もあろ う

というコメン トもあった.さ らに,国 際比較を試みるとい う提案もでたが,そ れについては,ま

ず 日本における制度上の議論を深めてからにした方がよい という見解に落ち着いた.公 開審査に

おける申請者の質疑応答は的確かつ端的で,今 後の展望についても,真 摯に受け止めた上で議論

を交わすことができてお り,申 請者がひとりの実証研究 者として高度な知識を備えていることが

明らかになった.

以上のような評価に基づき,審 査委員一同一致して,大 槻茂実に,博 士(社 会学)の 学位を授

与することが適当であると判断 した.
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